
事業番号 240

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （復興庁）

事業名 被災した装備品等の復旧 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成25年度～平成29年度 担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　大野　秀敏

会計区分 東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
政策：復興施策の推進
施策：東日本大震災からの復興に係る施策の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、通
知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

　東日本大震災により被災した装備品等の復旧を図る。

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

　東日本大震災により航空自衛隊松島基地等において、航空機などの自衛隊の装備品等が被災した。本事業は、戦闘機（Ｆ－２）の修復等、こ
れら被災した装備品等の取得、修理等を行うものである。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 - - 44,796 16,806 20,882

補正予算 - - 70 -

前年度から繰越し - - - 363 -

翌年度へ繰越し - - ▲ 363 -

予備費等 - - - -

計 - - 44,502 17,170 20,882

執行額 - - 44,163

執行率（％） - - 99.2%

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

件 - -

25年度
目標値

（26年度）

　東日本大震災で被災した装備品等を復旧し自衛隊の任
務遂行する。
　成果実績：25年度に完了した事業件数
　目標値：25年度に完了予定の事業件数

成果
実績

件 - - 30

目標値 33 21

達成度 ％ - - 91

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度

件 - -

25年度 26年度活動見込

　被災した装備品等の取得、修理等を実施する事業件数
　活動実績：25年度に完了した事業件数
　当初見込み：25年度に完了予定の事業件数

活動
実績

件 - - 30 -

当初
見込み

33 21

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度 25年度 26年度見込

　25'事業執行額÷実施件数
　26'事業予算額÷実施（予定）件数

単位
当たり
コスト

百万円／件 - - 1,338 818

計算式 Ｘ／Ｙ - - 44,163/33 17,170/21

26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

武器購入費 85 0 平成25年度及び26年度の年割り額によるもの。

0 120

諸器材購入費 934 457

武器修理費

車両購入費 145

通信維持費 376 1,430

諸器材等維持費 263 0

航空機修理費 8,854 16,251

航空機購入費 6,149 0

計 16,806 20,882

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万

円

）

費　目

0

通信機器購入費 0 2,624



事業番号240

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ 被災した自衛隊の装備品等を速やかに復旧させ、大災
害時に自衛隊が迅速かつ効果的に活動できる態勢を確
保することは、ニーズが高く、優先度の高い事業と考えら
れる。また、本事業は、被災した自衛隊の装備品等の復
旧に係る事業であり、国（自衛隊）にのみ実施可能な事業
である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

○

本事業は、被災した自衛隊の装備品等の復旧に係る事
業であり、真に必要なものに限定している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

-

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

本事業は、被災した自衛隊の装備品等の復旧に係る事
業であり、真に有効なものに限定している。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

１．必要性
　  自衛隊は、大災害時に、長期間、広範囲かつ大規模な救助活動や救援活動を担うこととされており、大災害時に自衛隊がこれらの役割を果
たすためには、被災した装備品等を速やかに復旧させる必要がある。
２．効率性
　  修理が可能でコストの面でも効率的な場合には、使える部品を修理により再利用するなど、被災した自衛隊の装備品等が果たしていた機能
を回復する上で、可能な限り効率的な方法で復旧を行う等の事業内容の精査を図った。
３．有効性
　  自衛隊による災害派遣活動は、国民の安心・安全にとって極めて重要な事業であり、自衛隊の装備品等を復旧することは、災害派遣活動が
着実に行われることとなるので、有効な事業である。
４．総合評価
　　今回の予算により、被災した自衛隊の装備品等を速やかに復旧させ、大災害時に自衛隊が迅速かつ効果的に活動できる態勢を確保するた
めに本事業が必要である。

改善の
方向性

修理と購入の場合のコストメリット、部品の再利用などの可能な限り効率的かつ経済的な手法で事業を実施してきたところであるが、一部の
事業については、翌年度へ繰り越している。よって、繰越事業に関しての進捗状況を逐次把握し、確実に事業が完遂できるように取り組むもの
である。

外部有識者の所見

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

被災した自衛隊装備品等の復旧に資するため、引き続き、効率性に留意しつつ予算の執行に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状
通
り

事業の目的である被災した自衛隊装備品等の復旧に向け、引き続き、効率的・効果的な予算の執行に努めること。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 - 平成24年 - 平成25年 新25-065



事業番号240

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

復興庁 
44,502百万円 

防衛省 
44,163百万円 

 （防衛省へ移替え）                           

Ａ 民間会社 
17社 

3,999百万円 

（被災した装備品等の取得等） 

Ｃ．米空軍省 
574百万円 

【ＦＭＳ契約】 

（米国への飛行教育の委託） 

【一般競争】 

Ｂ. 民間会社 
57社 

39,590百万円 

【随意契約】 

（被災した装備品等の取得等） 



事業番号240

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す

る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.地崎道路（株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸器材購入費
ネット式着陸拘束装置（含む基礎据付調整工
事）他

1,439

計 1,439 計 0

B.三菱重工業（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

航空機修理費等 Ｆ－２Ｂ損傷航空機の修復他 28,066

計 28,066 計 0

C.米空軍省 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

教育訓練費 米国委託教育 574

計 574 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号240

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 地崎道路（株） ネット式着陸拘束装置（含む基礎据付調整工事） 1,439 1 99.9

2 日本電気（株） ＧＣＡ装置　ＮＬＰＮ－３Ｂ 1,122 2 77.1

3 （株）モリタ 大型破壊機救難消防車（Ａ－ＭＢ－３） 764 4 58.8

4 双日エアロスペース（株） ネット式着陸拘束装置（含む据付調整） 291 1 99.9

5 （株）明電舎 発動発電機Ｎ－ＰＵ－１６２ 155 2 56.7

6 水戸工業（株） 無停電電源装置　Ｎ－ＰＰ－７２２等 63 2 97.2

7 日本無線（株） 気象レーダー装置　ＬＰＮ－１１ 44 3 76.1

8 山洋電気（株） 無停電電源装置デュアル（ＡＵＤ７５Ｎ－Ａ５－１－１１） 42 2 100.0

9 明星電気（株） タワー・コンソール装置　Ｊ／ＦＳＷ－２　Ａ型 33 2 82.5

10 シンフォニアエンジニアリング（株） 発動発電機２００ｋＷ 17 2 96.4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 三菱重工業（株） Ｆ－２Ｂ損傷航空機の修復 28,066 随意契約 -

2 日本電気（株） ラプコン装置Ｊ／ＦＰＱ－６　３形等 3,402 随意契約 -

3 ㈱IHI ＵＨ－６０Ｊ用エンジン（Ｔ７００－ＩＨＩ－７０１Ｄ・搭載用）等 1,349 随意契約 -

4 GEｱﾋﾞｴｰｼｮﾝ･ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ＢＲＡＣＫＥＴ，ＳＵＰＰＯＲＴ外１２３品目 1,194 随意契約 -

5 三菱プレシジョン（株） Ｆ－１５Ｊ用フライト・シミュレーター７号機及び連接機能等を付加する１号機 1,140 随意契約 -

6 （株）アイ・エヌ・シ－・エンジニアリング ジェットエンジンテストスタンド（Ｆ１１０・Ｆ３型用）他 987 随意契約 -

7 関東航空計器（株） ＦＤＲベンチ・テスタ　Ｊ／ＵＳＭ－１９２Ｃ（初度費） 487 随意契約 -

8 三菱電機特機システム（株） ＶＨＦ／ＵＨＦ無線機ベンチ・テスター　Ｊ／ＵＳＭ－１４４Ｅ（初度費） 345 随意契約 -

9 伊藤忠アビエーション（株） ＴＣ－９０練習機（標準機） 326 随意契約 -

10 ｶﾔﾊﾞ工業㈱ ＣＹＬＩＮＤＥＲ　ＳＬＥＥＶＥ外１３品目 318 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 米空軍省 米国委託教育 574 FMS契約 -
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